
これまでの検討、取組みと課題について

資料２



水門・陸閘等の安全かつ確実な操作に関する
これまでの検討の経緯



全国の水門･陸閘等は、約27,000基
常時閉鎖がなされている施設は、約5,500基
既に自動化・遠隔操作化等がなされている施設が約1,600基
災害時に現場で操作を伴う施設でこれらの措置がなされていない施設は、約20,000基
→これらの施設については、できる限り統廃合、常時閉鎖により、災害時の操作対象を減らしていく
→自動化・遠隔操作化については、背後地の状況、操作の容易性等を考慮し、設置効果が高い比較的規模の
大きな施設等に重点化した取組を図る

全国の水門･陸閘等の状況

＜全国の水門･陸閘等＞

平成27年3月末時点（国土交通省、農林水産省調べ）※岩手県、宮城県、福島県を除く

自動化・遠隔操作化等：
約1,600基（約6%）

水門・陸閘等
の施設数
約27,000基

常時閉鎖：
約5,500基（約20%）

現場操作：約20,000基（約74%）
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木更津港海岸（千葉県木更津市）

名古屋港海岸（愛知県名古屋市）

【
人
力
操
作
の
事
例
】

東京港海岸（東京都中央区）

大阪港海岸（大阪府大阪市）

【
機
側
手
動
操
作
＋
人
力
操
作
の
事
例
】



水門・陸閘等の安全性・操作性の改善に関する取組の例

スロープを設置し陸閘を廃止

【統廃合（廃止、スロープ設置）の例（和歌山県）】

廃止前 廃止後

自動化前 自動化後

【陸閘の自動化の例（愛知県）】 【水門の自動化・ 遠隔操作化の例（静岡県）】

監視操作卓
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【常時閉鎖の例（高知県）】

利用度の低い陸閘を常時閉鎖



東日本大震災時における水門・陸閘等の閉鎖における被害

○東日本大震災時に死亡・行方不明となった消防団員のうち、59人（30%）が水門閉鎖等に関係していたと見ら
れる。

（出典）
「東日本大震災に係る消防団員等の公務災害補償等の状況について（平成24年11月末日現在）」

（平成24年11月30日 消防団員等公務災害補償等共済基金）

作業別の事例（抜粋）
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消防団員の活動状況
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水門・陸閘等の安全かつ適切な管理運用検討委員会について

（委員会メンバー）

有識者 目黒 公郎（委員長） 東京大学教授

磯部 雅彦 高知工科大学副学長

重川 希志依 常葉大学大学院教授

行政関係者等 消防庁、静岡県、神戸市、徳島県

田中 和七 宮古市消防団本部分団長

事務局 農林水産省農村振興局、水産庁、国土交通省水管理・国土保全局、港湾局

（経緯・目的）

○東日本大震災において、水門・陸閘等の操作に従事した方が多数犠牲となったことを踏まえ、平成２４年度に「水門・陸閘等の
効果的な管理運用検討委員会」による検討を経て、平成２５年４月に「津波・高潮対策における水門・陸閘等管理システムガイ
ドライン」を改訂。

○上記委員会では、ガイドラインの改訂とともに、水門・陸閘等の管理運用の現状及び課題並びに今後の対応の方向性として、
「水門・陸閘等の整備・管理のあり方に関する提言」（７項目）をとりまとめ。

○ ７項目の提言のうち、「現場操作員の安全最優先の退避ルールの明確化」及び「管理委託のあり方の検討」の２項目につい

て、海岸管理者等がより安全かつ適切に水門・陸閘等を管理運用していくための参考となる指針を策定することを目的に「水
門・陸閘等の安全かつ適切な管理運用検討委員会」を設置。

（開催経緯）
第１回（８月１日）：事例収集、論点整理
第２回（９月２６日）：中間とりまとめ（素案）について議論 →第2回委員会後、素案に対する海岸管理者からの意見を募集
第３回（１０月２８日）：中間とりまとめ（案）について議論
第４回（３月９日）：ガイドラインの改訂案について議論

（順不同、敬称略）

水門・陸閘等の安全かつ適切な管理運用検討委員会（平成２６年度）
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海岸法（抄）
（操作規則）
第14条の2 海岸管理者は、その管理
する海岸保全施設のうち、操作施設
（中略）については、主務省令で定め
るところにより、操作規則を定めなけ
ればならない。
2 前項の操作規則は、津波、高潮等
の発生時における操作施設の操作に
従事する者の安全の確保が図られる
ように配慮されたものでなければなら
ない。
3～4 略

Ⅰ．はじめに
○統廃合、常時閉鎖、自動化・遠隔操作化
により操作施設を減らす不断の取り組みを
基本とし、安全かつ確実な操作・退避活動
を推進。

Ⅳ．操作・退避ルール
○現場操作員の安全を最優先。退避しなけ
ればならない時刻が来たら、閉鎖が完了し
ていなくとも退避すべきであることを明確化。

Ⅲ．操作委託契約等に基づく操作・退避
ルールの実効性確保

○管理者直営で対応できない施設（群） につ
いて契約等に基づく操作体制を確立。

Ⅱ．操作・退避ルール策定前に検討すべ
き事項

○操作施設の数を絞り込んだ上で、現場操
作員を介した操作体制を検討。

Ⅴ．操作・退避ルールの実効性確保のた
めの平時の取り組み

○平時の点検や訓練の実施により、改善点を
発見。
○社会情勢の変化も踏まえ、施設の改善を
含め操作・退避ルールを継続的に改善。

海岸法改正 H26委員会

海岸法（操作規則）、H26委員会における検討、ガイドライン見直しの関係

海岸法施行規則（抄）
（操作規則）
第5条の6 法第14条の2第1項の操作規
則には、次の各号に掲げる事項を定め
なければならない。
1 操作施設の操作の基準に関する事項
2 操作施設の操作の方法に関する事項
3 操作施設の操作の訓練に関する事項
4 操作施設の操作に従事する者の安全
の確保に関する事項
5 操作施設及び操作施設を操作するた
め必要な機械、器具等の点検その他
の維持に関する事項
6 操作施設の操作の際にとるべき措置
に関する事項
7 その他操作施設の操作に関し必要な
事項

ガイドライン見直し（V2.0→3.0）

第１章 総則

高潮時の水門・陸閘等の操作手順等につ
いて（第４回委員会資料）
○操作手順の基本的な考え方、留意点

第２章 設計・改善手順

第３章 現状把握・評価

第４章 総合的検討

第５章 設備設計

第６章 体制・運用

第７章 点検・整備

第１節 操作規則

第２節 体制表

第３節 運用マニュアル

１．１ 操作規則の整備

１．２ 操作・退避ルールの検討

１．３ 管理又は操作の委託

１．４ 操作・退避ルールの実効
性確保のための平時の取
り組み

はじめに

高潮時の対応等に関する記載の充実

中
間
と
り
ま
と
め
（
平
成
26
年
11
月
）
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操作・退避ルールの概念図（地震・津波）
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管理委託のあり方（操作委託契約等で明確にすべき事項①）

【ガイドラインでの記載概要】
○操作・退避ルールの確実な実行を確保するため、操作委託契約等に基づく操作体制を確立する必要がある。
○委託契約等は、文書化して委託内容や操作員の安全確保を明確化することが重要であり、協定・取り決め等の形
式も考えられる。

・災害に対する一定の知見を有する地元市町村（消防団等
を含む。）への委託が望ましい。

・一方で、地元市町村での対応には限界もあることから、長
年にわたり水門・陸閘等の操作に携わるなど現場に精通し
た民間の者や、海岸管理者との良好な関係の下で有効な
水門・陸閘等の管理を行っている自治会や企業等に委託
するなど、地域の実情に応じて適切に検討。

①操作委託先の検討

②再委託先を含めた操作体制の把握

③委託契約内容の明確化

・最終的に現場で操作を行う者は海岸管理者からの委託先
だけでなく、委託された市町村等からの再委託により、さら
に別の者が操作を行う場合が想定される。

・海岸管理者は、委託先の指示者、再委託先の最終操作者
等も含め、現場操作に携わる者を全て把握し、指示・伝達
系統を整理する。

・災害時の閉鎖を委託する場合、対象となる災害及び操作
施設を明確化。

・対象となる災害について、閉鎖操作を開始する判断基準、
退避を開始（又は完了）する判断基準を操作・退避ルール
に基づき適切に設定し、委託先に徹底させることにより、現
場操作員の安全を確保する。

・現場操作員の安全確保の観点から、閉鎖できない施設が
あっても退避を優先することもあり得るため、閉鎖の優先順
位を、委託時にあらかじめ定めておくことが望ましい。

・現場操作員の視点で、契約内容の範囲が、発災から退避
に至るまでの手順の中で簡易に把握できるよう努めるもの
とする。発災、準備、参集、出動、操作、退避等の一連の流
れを補助的に図で示すことも有効である。

・点検・整備を委託する場合は、委託先の実施すべき業務の
範囲を明確化することが望ましい。

・委託先の体制次第では、補修、除雪等を全て委託すること
は困難なことが想定されるため、例えば、定期的な清掃及
び点検結果の報告までを委託内容とし、補修等が必要な
場合には、点検結果の報告に基づいて委託者が行うことを
明確にする等の対応が考えられる。 8



【ガイドラインでの記載概要】
○委託契約等では、委託料の設定や責任範囲について、検討しておく。
○水門・陸閘等の操作による背後資産等の損害が発生した場合には、操作員の重大な過失がある場合を除き、当該
操作員への責任が生じ得ない契約内容とすることを原則とする。

・水門・陸閘等を主に活用する者と操作を行う者との関係に
よって、委託料を検討する。

・委託料の検討にあたっては、自助・共助の考え方を基にし
て、双方の協議の上で決定することが望ましい。

④委託料の有無

⑤操作に伴う責任の範囲と補償の方法

⑥操作委託先の「その他の活動」の考慮

・水門・陸閘等の操作による背後資産等の損害が発生した
場合には、操作員の重大な過失がある場合を除き、当該操
作員への責任が生じ得ない契約内容とすることを原則とす
る。

・操作活動への従事によって生じた損害や負傷の補償につ
いては、民間保険等によりカバーされるよう、費用負担を含
め当事者間で事前に補償方法を明確にしておくことが望まし
い。

・操作員の中には水門・陸閘等の閉鎖の他に避難誘導等の
活動を行っている場合もあるため、委託内容や操作・退避
ルールを検討する際には、必要に応じて考慮し、委託契約
等に反映する。

管理委託のあり方（操作委託契約等で明確にすべき事項②）

⑦訓練への参加

・現場操作員を含めて訓練を実施し、操作の確実性・迅速性
の向上や操作・退避ルールが実態に即したものとなっている
か検証することは、操作・退避ルールの実効性確保及び継
続的改善の観点から極めて重要であり、委託契約の中で訓
練への参加を位置づけることが望ましい。
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○平成26年度の「水門・陸閘等の安全かつ適切な管理運用検討委員会」における議論
を踏まえ、委託契約書の事例集を海岸管理者に周知。

○契約書作成の参考とされるとともに、委託契約に関する海岸管理者間の情報交換
ネットワークの構築にも貢献。

契約書事例集の海岸管理者への配布

エクセルシート 契約書ＰＤＦデータ

クリック
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【昨年度からの課題】

・適切な操作委託契約等の円滑な締結を推進する上で、契約の標準案
を示す必要がある。
⇒「水門・陸閘等業務委託契約の標準案」について、本委員会で検討。

・ガイドラインは海岸管理者向けの内容となっており、現場操作員向けに
「操作・退避ルール」を分かりやすく説明する必要がある。
⇒現場操作員向けに分かりやすい「操作・退避ルール」の説明資料につ
いて、本委員会で検討。

本委員会の検討成果を周知することにより、適切な管理体制の構築を図
り、もって安全かつ適切な水門・陸閘等の管理運用を促進する。

【新たな課題】

・チリ沖地震による津波時の対応において、水門・陸閘の操作が適切に
行われなかった事例が判明
⇒本委員会で課題解決の方向性及び海岸管理者への助言、ガイドライ
ンの補訂を検討。

水門・陸閘等の安全かつ確実な操作に関する課題と検討の方向性
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本委員会の検討スケジュール
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本委員会の検討スケジュール

＜本委員会での検討事項＞

（１）水門・陸閘等の適切な操作委託契約の促進について
① 水門・陸閘等の操作委託契約書の標準案の検討

② 現場操作員向けに分かりやすい「操作・退避ルール」の説明資料の検討

（２）水門・陸閘等の安全かつ確実な閉鎖体制の構築に向けた検討課題について
③ 遠地津波（チリ沖地震津波）への対応をふまえた課題と対応の方向性の検討

＜本委員会のスケジュール＞
第1回委員会 平成27年12月18日
①操作委託契約書の標準案に盛り込むべき事項の検討
②現場操作員にわかりやすい操作・退避ルールの検討

③遠地津波（チリ沖地震津波）への対応をふまえた課題と対応の方向性の検討

第2回委員会 平成28年2月下旬～3月上旬予定
①水門・陸閘等の操作委託契約の標準案の取りまとめ
②現場操作員向けに分かやすい「操作・退避ルール」の説明資料の取りまとめ

③対応の方向性をふまえた海岸管理者への助言（周知・ガイドライン補訂等）の取りまとめ

⇒平成28年4月以降： 検討結果の公表、海岸管理者に周知
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